業務継続計画の改定のポイント
企画防災課

　１　災害対策法の改定（平成２５年６月２１日）及び県地域防災計画の修正（平成２７年）並びに県水防計画の修正（平成２７年度）を踏まえた見直し
　２　町の組織変更に伴う防災体制の変更及び訓練の結果を基に見直し
　３　避難判断・伝達マニュアルの運用開始について

　４　業務継続計画の修正及び受援計画の作成について

　５　町の組織変更に伴う防災体制の変更

　６　各関係機関の名称等の変更



　　佐用町受援計画を作成と関連を明記。


　　　
災害時行政と教育委員会について、より充実した体制を構築するために、教育長を副本部長とし、権限委任についての修正　権限委任順位についても第３位とする。以降以前の３位以降順次繰り下げする。各支所において本部との連絡が不通になった場合、権限を委任することを明記、5位以降については、課長級を条件に災害時の業務付加等を考慮して代行者を設定する。
また、訓練の事後検証により、各地域対策部との情報連携を図る為に、本庁舎に各支所の情報をとりまとめる地域対策部を設置した。各支所の地域対策部はそれぞれ地域対策班とし、本庁舎に地域対策部を設置し対策にあたる。

　　地震による災害発生時、職員の参集人数について修正。

　　各小中学校及び地域づくり協議会、集落にコミュニティ放送設備を設置。
全体を通して





業務継続計画改定の主なポイント





他計画及びマニュアルとの関係【総則】





業務継続体制の検討と害時の組織体制





指揮命令系統の確立【総則】





非常時優先業務の選定【総則】





必要資源に関する分析と対策の検討【総則】
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